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大和支部会務執行細則 
 

 

 

目次 第１章  総則  （第１条～第６条） 

   第２章  執行機関  （第７条～第11条） 

   第３章  審議機関 

     第１節  通則  （第12条～第24条） 

     第２節  正副支部長会  （第25条～第27条） 

     第３節  幹事会  （第28条～第30条） 

     第４節  総会  （第31条～第32条） 

   第４章  部，委員会及び室  （第33条～第45条） 

   第５章  雑則  （第46条～第49条） 

 

 

 

第１章  総   則 
 

（この細則の趣旨） 

第１条 支部規約第30条の規定に基づき，この細則を定める。 

 

（会務執行の準拠） 

第２条 会務の執行については，税理士に関する法令，本会の会則及び規則並びに支部規約及び規

則で定めるもののほか，この細則の定めるところによる。この細則に定めのない事項については，

幹事会において定める。 

 

（会務執行の理念） 

第３条 会務の執行に当たっては，民主主義の理念に基づき，公正に会務を運営するとともに，合理

的かつ能率的に業務を遂行することに努め，もって税理士に関する法令及び支部規約に定める支

部の目的の達成を図らなければならない。 

 

（役員，委員等の義務） 

第４条 役員及びこの細則により会務の執行又は審議に参画する者は，支部規約第２条に従い，税

理士に関する法令，本会の会則及び規則並びに支部規約，規則，この細則及びその他の規程並びに

総会その他権限のある審議機関において決定した事項を遵守し，善良な管理者の注意をもって，

忠実に職務を遂行しなければならない。 

 

（この細則の改廃） 

第５条 この細則を改正又は廃止しようとするときは，幹事会の議を経なければならない。 

 

（この細則の解釈） 

第６条 この細則の解釈に疑義を生じたときは，幹事会において決する。 

 

 

第２章  執 行 機 関 
 

（執行機関の組織図） 

第７条 執行機関の組織図は，別表第１のとおりとする。 
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（支部長の職務） 

第８条 支部長は，総会及び幹事会の決定に基づき，又は正副支部長会の協議を経て，若しくは自ら

の専決（軽易な事項に限る。）により，部長，委員長及び室長（以下「部長等」という。）を統轄し

て，会務を執行する。 

２ 支部長は，幹事会の議を経て，部長等に支部長の権限を一部行使させることができる。 

 

（副支部長の職務） 

第９条 副支部長は，支部長を補佐する。 

２ 支部長が副支部長の担当部門を指定したときは，副支部長は，その担当に係る部長等に対し，会

務の執行について，指導及び助言をする。 

３ 支部規約第11条第２項の規定により，副支部長が支部長に代わって支部長の職務を行う場合に

は，あらかじめ支部長の定めた順序により，当該職務を代理し，又は代行するものとする。 

 

（総務部長の職務） 

第10条 総務部長は，支部長の命を受け，事務局職員を指揮監督し，会務の執行を掌理する。 

２ 総務部長は，部長等に対し，各部，委員会又は室の連絡調整をする。 

 

（部長等の職務） 

第11条 部長等は，支部長の命を受け，それぞれ部，委員会又は室の業務を掌理し，当該部等の所掌

に属する事項（以下「所掌事項」という。）について，支部長に報告し，建議し，及び支部長の諮

問に答申し，並びに支部長の委任に基づき，支部長の権限の一部を行使する。 

２ 部長等は，所掌事項について，事務局職員に指示をする。 

 

 

第３章  審 議 機 関 
 

第１節  通   則 

 

（審議機関の組織図） 

第12条 審議機関の組織図は，別表第２のとおりとする。 

 

（会議の意義） 

第13条 この章において会議とは，次に掲げる合議体をいう。 

 ⑴ 正副支部長会 

 ⑵ 幹事会 

 

（会議の招集） 

第14条 会議は，支部長が招集する。 

２ 前項の場合において，支部長が必要と認めるときは，ウェブ会議システム（映像と音声の送受信

により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。）を利用した会

議（以下「ウェブ会議」という。）を開くことができる。 

３ 会議を招集しようとするときは，会日の７日前までに，会議の日時，場所（ウェブ会議を除く。）

及び議案を書面又は第24条の２に定める電磁的方法により構成員に通知しなければならない。た

だし，支部長が必要と認めたときは，期間を短縮し，又は書面によらない方法で通知することがで

きる。 

 

（会議への出席） 

第14条の２ 会議の構成員は，前条に規定する会議には，ウェブ会議システムを通じ，出席すること

ができる。 

２ 前項による出席は，第15条,第19条,第20条第１項及び第24条第２項に規定する出席に含めるも
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のとする。 

 

（定足数） 

第15条 会議は，その構成員の２分の１以上が出席しなければ，開くことができない。 

２ 幹事会における第17条の代理人は，前項の出席者の数に算入しない。 

 

（議長） 

第16条 会議の議長は，支部長が当たる。 

 

（代理出席） 

第17条 構成員は，あらかじめ支部長の許可を得て，代理人を幹事会に出席させ，意見を述べさせる

ことができる。ただし，代理人は，審議権及び表決権を行使することができない。 

 

（構成員の発議権） 

第18条 構成員は，その構成員の３分の１以上の同意を得て，その請求に係る事項を会議の議案と

すべき旨を支部長に請求することができる。この場合には，構成員が同意したことを証する書面

を添えて，議案とすべき事項及び請求の理由を記載した書面を支部長に提出しなければならない。 

２ 支部長は，次の会議（請求のあった時から３月以内に招集されるものでなければならない。）に

前項の請求に係る事項を議案として提出しなければならない。 

３ 前項の議案が否決されたときは，当該会議の構成員は，同一の事項について，重ねて第１項の請

求をすることができない。ただし，否決の時から６月以上経過したときは，この限りでない。 

 

（質疑及び討論の打切り） 

第19条 会議における質疑の打切りは，出席構成員の過半数の同意をもってしなければならない。

討論の打切りについても，同様とする。 

 

（表決） 

第20条 幹事会における議事は，支部規約，規則，この細則及びその他の規程に特別の定めがある場

合を除き，出席構成員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

２ 会議の議事について特別の利害関係のある者は，その表決に加わることができない。 

３ 正副支部長会においては，議事を表決に付することはない。 

 

（表決権） 

第21条 幹事会における構成員の表決権は，構成員１人につき１個とする。 

 

（議場の秩序） 

第22条 構成員又は第17条若しくは支部規約第20条の規定に該当する者以外の者は，会議に出席し

てはならない。 

２ 議長は，前項の規定に違反した者を発見したときは，直ちに退場させなければならない。 

 

（会議の秩序） 

第23条 議長の許可を受けないで発言し，その他会議の秩序を乱す行為があるときは，議長は，これ

を制止し，又は発言を取り消させるものとする。 

２ 前項の場合において，議長の指示に従わないときは，議長は，その者の発言を禁じ，又は退場さ

せるものとする。 

 

（議事録） 

第24条 幹事会の議事については，議事録を作成し，保存しなければならない。 

２ 議事録には，次に掲げる事項を記載し，議長及び出席構成員２人以上が署名押印しなければな

らない。 

 ⑴ 会議の日時，場所（ウェブ会議を除く。） 
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 ⑵ 会議に付された議案 

 ⑶ 議事の要旨 

 ⑷ 表決の結果 

 ⑸ 前各号のほか，議長が必要と認めた事項 

３ 第１項の議事録は、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ 

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されたものをい 

う。以下同じ。）をもって作成することができる。 

  この場合において、当該電磁的記録に記録された事項については、署名押印に代わる措置を取 

らなければならない。 

４ 第１項の議事録が書面をもって作成されている場合は、書面による保存に代えて、その書面に 

記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読み取り装置を含む。）により読み取ってでき 

た電磁的記録を保存する方法によることができる。 

 

（電磁的方法） 

第24条の２ 支部規約第８条第２項に規定する電磁的方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 電子計算機を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

 イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回 

線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  ロ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気通信 

回線を通じて情報の提供を受ける受信者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける受信者の使 

用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方法 

(2) 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことができる 

物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

 

（電子署名） 

第24条の３ 支部規約等に規定する署名、署名押印又は記名押印に代わる措置は、電子署名とする。 

２ 前項に規定する電子署名とは、電磁的記録に記録することができる情報について行われる措置 

であって、次のいずれにも該当するものをいう。 

 (1) 当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すものであること。 

 (2) 当該情報について改変が行われてないかどうかを確認することができるものであること。 

 

第２節  正副支部長会 

 

（正副支部長会の構成） 

第25条 正副支部長会は，支部長，副支部長及び総務部長をもって構成する。 

 

（正副支部長会の協議事項） 

第26条 正副支部長会は，次の事項を協議する。 

 ⑴ 幹事会に付議すべき議案 

 ⑵ この細則又はその他の規程で，正副支部長会の協議を要するものと定められている事項 

 ⑶ 第２号に掲げる事項のほか，会務の執行に関する経常的事項（支部長の専決にゆだねた軽易

な事項を除く。） 

 

（書面協議） 

第27条 支部長は，正副支部長会に付議すべき事項についての会議を招集する必要がないと認めた

とき又は天災地変若しくは感染症の発生により会議を招集することが困難であると認めたときは，

議案を記載した書面を構成員に送って，当該議案に対する賛否の意見を求め，書面による協議を

することができる。 

２ 前項の規定による協議は，正副支部長会の協議と同一の効力を有する。 

３ 第15条第１項の規定は，第１項の書面による協議について準用する。 
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第３節  幹 事 会 

 

（幹事会の構成） 

第28条 幹事会は，支部長，副支部長及び幹事をもって構成する。 

 

（幹事会で決定すべき事項） 

第29条 幹事会は，次の事項を決定する。 

 ⑴ 総会に提出すべき議案 

 ⑵ 支部規約，規則，この細則又はその他の規程で，幹事会の議を要するものと定められている事

項 

 ⑶ 総会の招集の日時及び場所に関する事項 

 ⑷ 前各号に掲げるもののほか，会務の執行に関する重要事項 

 

（書面議決） 

第30条 幹事会に付議すべき事項について会議を招集する必要がないと認めたとき又は天災地変若

しくは感染症の発生により会議を招集することが困難であると認めたときは，正副支部長会の協

議を経て，議案を記載した書面を構成員に送り，当該議案に対する賛否の意見を求め，書面による

議決をすることができる。 

２ 前項の規定による議決は，幹事会の議決と同一の効力を有する。 

３ 第15条第1項，第20条第１項及び第２項並びに第21条の規定は，第１項の書面による議決につい

て準用する。 

 

第４節  総   会 

 

（総会の議長） 

第31条 総会の議長は，その総会に出席した支部税理士会員のうちから，総会において選任する。 

 

（通則規定の準用） 

第32条 第22条及び第23条の規定は，総会について準用する。 

 

 

第４章 部，委員会及び室 

 

 （分掌機関の設置） 

第33条 当支部に，部及び委員会を置く。 

２ 支部長は，特に必要と認めたときは，幹事会の議を経て，室を置くことができる。この場合に

おいて，室は「本部」その他適当と認める呼称とすることができるものとする。 

 

（分掌機関の設置基準） 

第34条 部，委員会及び室（以下この章において「分掌機関」という。）を設置するときは，その所

掌事項の特性が，次の各号に掲げる特性のいずれに該当するかに応じ，当該各号に掲げる部，委員

会又は室とするものとする。 

(1) 恒常的かつ執行的なもの 部 

(2) 恒常的かつ審議的なもの 委員会 

(3) 時限的かつ執行的なもの 委員会又は室 

(4) 時限的かつ審議的なもの 室 

 

（分掌機関の名称及び所掌事項） 

第35条 部及び委員会の名称及び所掌事項は，別表第３のとおりとする。 

２ 室の名称及び所掌事項は，別表第４のとおりとする。 
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３ 前２項以外において定める分掌機関は，別表第５のとおりである。 

４ 別表第３，別表第４及び別表第５は,幹事会の議を経て，改廃するものとする｡ 

  

（分掌機関の構成） 

第36条 部に，部長１人，副部長及び部員それぞれ若干人を置く。 

２ 委員会に，委員長１人，副委員長及び委員それぞれ若干人，室に，室長１人，副室長及び委員

それぞれ若干人を置くことができる。 

３ 第33条第２項の場合には，室長及び副室長の職名は，それぞれ本部長及び副本部長その他適当

と認める職名とすることができる。 

 

（分掌機関各職の委嘱） 

第37条 部長等は，幹事のうちから，支部長が委嘱する。 

２ 副部長，副委員長及び副室長（以下「副部長等」という。）は，支部税理士会員のうちから，幹

事会の議を経て，支部長が委嘱する。 

３ 支部長は，特に必要があると認めたときは，前各項の規定にかかわらず，支部税理士会員のう

ちから委員長又は室長を委嘱し，又は幹事のうちから副部長等を委嘱することができる。 

４ 部，委員会及び室の委員は，支部税理士会員のうちから，幹事会の議を経て，支部長が委嘱す

る。 

 

（分掌機関各職の職務） 

第38条 部長等は，会務の執行を分掌（第11条の規定により，職務を行うことをいう。）する。 

２ 副部長等は，それぞれ部長，委員長又は室長を補佐する。 

３ 部，委員会及び室の委員は，それぞれ部会又は委員会若しくは室の審議に参画し，並びに部

長，委員長又は室長の指示により，それぞれ部長，委員長又は室長を補佐する。 

 

（分掌機関各職の任期） 

第39条 部長及び副部長，委員長及び副委員長，並びに部及び委員会の委員の任期は，委嘱を受け

たときにおける役員の任期の残存期間と同一とする｡ 

２ 室長，副室長及び室の委員の任期は，前項の規定にかかわらず，当該室が廃止される日と前項

の規定による任期満了の日とのうちいずれか早い日に終わる。 

 

（分掌機関会議） 

第40条 分掌機関の所掌事項に関する調査，研究，企画，立案その他の業務について審議するた

め，構成員をもって，部会，委員会及び室会（以下この章において「分掌機関会議（ウェブ会議に

よるものを含む。以下同じ。）」という。）を開く。 

 

（分掌機関会議の招集及び議長） 

第41条 分掌機関会議は，部長，委員長又は室長が招集する。 

２ 分掌機関会議の議長は，部長，委員長又は室長が当たる。 

３ 部長等は，分掌機関会議を招集しようとするときは，その旨を支部長に報告しなければならな

い。 

 

（分掌機関会議の議事参加） 

第42条 支部長，副支部長は，いつでも分掌機関会議に出席し，意見を述べることができる。 

 

（決定事項の報告等） 

第43条 部長等は，当該分掌機関会議において決定した事項について，遅滞なくその旨を支部長に

報告し，若しくは建議し，又は支部長の諮問に答申しなければならない。 

２ 部長等は，議事録を支部長に提出して，前項の報告，建議及び答申に替えることができる。 
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（前章通則規定の準用） 

第44条 第14条第２項から第15条まで，第17条，第18条から第21条まで（第20条第３項を除く。），

第22条及び第23条の規定は，分掌機関会議について準用する。この場合において，これらの規定中

「支部長」とあるのは「部長，委員長又は室長」と読み替えるものとする。 

 

（書面決定） 

第45条 部長等は，分掌機関会議に付議すべき事項について会議を招集する必要がないと認めたと

き又は天災地変若しくは感染症の発生により会議を招集することが困難であると認めたときは，書

面又は電磁的方法により構成員に通知し，当該議案に対する賛否の意見を求め，会議の招集に替え

ることができる。 

２ 第15条第１項，第20条第１項及び第２項，及び第21条の規定は，前項の場合について準用す

る。 

 

 

第５章 雑則 
 

（経理規程） 

第46条 支部の会計処理については，支部規約で定めるもののほか，幹事会の議を経て，別に定め

る。 

 

（慶弔規程） 

第47条 支部税理士会員及び支部税理士会員の家族並びに支部税理士法人会員の慶事，弔事，災害

等に係る慶祝，弔慰，見舞等については，幹事会の議を経て，別に定める。 

 

（税理士会員表彰規程） 

第48条 役員その他の支部税理士会員に関する表彰については，幹事会の議を経て，別に定める。 

 

（その他の諸規程） 

第49条 前３条に定めるもののほか，会務の執行に関する規程は，幹事会の議を経て，別に定める

ことができる。 

 

 

 

 

 附   則（平30.12.12） 

 

 この細則は，平成31年４月１日から施行する。 

 

附   則（令2.10.14） 

  

この改正規定は、令和２年10月14日から施行する。 

 

附   則（令４.２.１） 

  

この改正規定は、令和４年２月１日から施行する。 

 

附   則（令５.12.11） 

  

この改正規定は、令和５年12月11日から施行する。 
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附   則（令６.４.２２） 

  

この改正規定は、令和６年４月２２日から施行する。 
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別表第１ 

 

 

 執行機関の組織図（第７条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考      は，命令・指揮監督の系統を，    は，指導・助言・指示の系統を示す。 

支部長 

副支部長 

総務部長 

部長 
（委員長・室長） 

事務局 



－会 10－ 

別表第２ 

 

 

 審議機関の組織図（第12条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考  １     は，議決機関を,     は，協議機関を示す。 

     ２     は，議決の順序を，    は，協議の順序を示す。 
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事
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，
総
務
部
長
） 

正
副
支
部
長
会 
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別表第３（第35条第１項） 

 

部・委員会の名称及び所掌事項 

名   称 所  掌  事  項 

 

 

 

 

 

 

総 務 部 

１ 会議（分掌機関会議を除く。）に関する事項  

２ 分掌機関（部，委員会及び室をいう。以下同じ。）の構成員の委嘱に関する事項  

３ 分掌機関の連絡調整の事務に関する事項  

４ 支部の会員に対する指導，連絡及び監督に関する事項  

５ 所在不明会員の確認調査に関する事項  

６ 会務に関連して発生する法律問題に関する事項  

７ 会員の慶弔，表彰に関する事項  

８ 文書の接受，発送及び保存に関する事項  

９ 事務局に関する事項  

10 政府諸機関，地方公共団体その他諸団体との連絡事務に関する事項  

11 関連諸機関との連絡調整に関する事項  

12 他の分掌機関の所掌に属しない事項  

 

 

 

経 理 部 

１ 予算及び決算に関する事項  

２ 会費に関する事項  

３ 予算の支出認証に関する事項  

４ 金銭及び物品の出納並びに財産の管理に関する事項  

５ 経理記録の作成及び保存に関する事項  

６ その他経理の取扱いに関する事項  

広 報 部 １ 支部報の発行に関する事項  

２ 税理士に関する制度及び業務の広報宣伝に関する事項 

 

研 修 部 

１ 支部税理士会員の研修に関する事項  

２ 会員の使用人等の監督に関する綱紀監察部の所掌事項に協力し，その綱紀維持の

ための研修に関する事項 

 

 

綱紀監察部 

１ 会員の品位保持に関する事項  

２ 会員の使用人等の監督に関する事項  

３ 会員相互又は会員と納税者間の紛争処理に関する事項  

４ 税理士でない者の非違行為の調査及び排除に関する事項  

５ 法人，団体等の税理士法違反事項の調査及び排除に関する事項 

 

 

制 度 部 

１ 税理士制度及び税理士業務に関連するその他の諸制度についての調査研究に関す

る事項  

２ 税理士制度及び税理士業務の改善進歩に関する事項  

３ 会則，規則，細則その他諸規程の制定改廃に関する事項  

４ 組織機構の運営改善に関する事項  

５ 租税法規，租税制度についての調査研究並びに改善進歩に関する事項 

 

個人税務支援部 

１ 税務支援対象個人に対する記帳指導及び決算相談，税務書類の作成，相談に関す

る事項  

２ １に関する税務関連諸団体との連絡調整に関する事項  

３ その他個人の税務支援等に関する事項 

 

法人税務支援部 

１ 税務支援対象法人に対する記帳指導及び決算相談，税務書類の作成，相談に関す

る事項  

２ １に関する税務関連諸団体との連絡調整に関する事項  

３ その他法人の税務支援等に関する事項 

 

税 務 相 談 部 

１ 税務支援対象者に対する税務相談に関する事項  

２ １に関する税務関連諸団体との連絡調整に関する事項  

３ 外部団体からの税理士の派遣要請ほか各種要請への対応に関する事項 

厚 生 部 支部会員及びその使用人等の福利厚生に関する事項 
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別表第４（第35条第２項）  

 

なし 

 

 

 

別表第５（第35条第３項）  

 

会務執行細則以外において会則・規則等に定める委員会等の名称及び所掌事項 

  名   称 所  掌  事  項 根 拠 条 文 

役員選任管理委員会 役員選任の管理及び認証に関する事項 支部役員選任規則 第２条 

 

 

 

業 務 指 導 部 

１ 会員の業務改善及び援助に関する事項  

２ 税理士紹介，税理士報酬及び税理士業務処理簿に関する事項  

３ 会員の業務に関連して発生する法律問題に対する研究と対策に関する事項 

４ その他会員の業務拡充を図るための施策の推進に関する事項  

５ 税務行政についての調査研究並びに改善進歩に関する事項 

 

租税教育推進部 

１ 租税教育事業の実施に関する事項  

２ 租税教育推進協議会への対応に関する事項  

３ その他租税教育事業に関する事項 

 

情報システム部 

１ 会員の業務等のデジタル化に関する調査研究及びその普及・活用に関する事項  

２ 会員業務のデジタル化への対応に関する相談，指導等に関する事項  

３ 国税及び地方税の電子申告・電子納税に関する事項  

４ 会務を円滑に遂行するための情報基盤の整備に関する事項 

（備考）  

１ 室が設置された場合において，この表に掲げた所掌事項のうち，当該室の所掌事項に相当するもの

（以下「競合部分」という。）があるときは，当該競合部分を所掌する部又は委員会は，当該室が置か

れている期間当該競合部分の所掌を停止するものとする。  

２ 特に必要があるときは，幹事会の議により，この表に掲げた所掌事項を臨時（次の総会までの期間

をいう。）に変更することができる。 


